
財政状況等一覧表（平成２０年度決算）

（単位：百万円）

団体名　　鹿児島県 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

155,023 279,210 23,667 457,900

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 779,516 772,276 7,240 5,307 8,330 1,625,030

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 463 130 332 - 11 981

中小企業支援資金貸付事業特別会計 3,193 2,534 658 - 10 5,500

農業改良資金貸付事業特別会計 501 311 190 - 3 449

公共土木用地取得先行事業等特別会計 1,429 1,390 40 40 246 1,317

中小企業従業員住宅事業特別会計 24 2 23 23 - -

林業・木材産業改善資金貸付事業特別会計 444 35 409 - 1 -

沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計 410 24 386 - 4 -

公債管理特別会計 195,579 195,457 122 122 139,044 -

一般会計等 981,559 972,159 9,400 5,491 1,633,277

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

工業用水道事業特別会計 190 191 △ 1 385 － 1,108 － 法適用企業

病院事業特別会計 16,237 16,555 △ 318 4,355 4,205 10,752 8,375 法適用企業

港湾整備事業特別会計 8,887 8,697 190 － 1,640 48,207 13,406

公営企業会計等　計 4,740 60,067 21,781

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

一部事務組合等　計

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

鹿児島県市町村土地開発公社 △ 49 3,117 42 － － － － －

肥薩おれんじ鉄道 △ 217 751 621 56 － － － －

鹿児島県文化振興財団 8 1,407 1,050 － － － － －

鹿児島県環境技術協会 △ 32 1,285 3 － － － － －

鹿児島県環境整備公社 0 49 17 2 2 － － －

屋久島環境文化財団 6 836 510 － － － － －

鹿児島県民総合保健センター △ 86 672 5 － － － － －

鹿児島県角膜・腎臓バンク協会 0 106 35 2 － － － －

鹿児島県生活衛生営業指導センター 0 8 2 25 － － － －

南薩地域地場産業振興センター △ 5 412 5 － － － － －

奄美群島地域産業振興基金協会 2 217 3 － － － － －

かごしま産業支援センター △ 8 5,939 3,726 49 2,882 － 136 －

鹿児島県雇用支援協会 0 14 2 － － － － －

鹿児島勤労者いこいの村 0 19 2 － － － － －

鹿児島県国際交流協会 △ 3 1,104 500 2 － － － －

鹿児島県地域振興公社 △ 6 6,875 318 1,799 － － 439 44

鹿児島県農業・農村振興協会 10 1,047 500 34 211 － － －

鹿児島県青果物生産出荷安定基金協会 34 2,037 31 99 － － － －

鹿児島県糖業振興協会 89 1,300 275 － － － － －

鹿児島県家畜畜産物衛生指導協会 14 329 20 31 － － － －

鹿児島県種豚改良協会 △ 14 7 5 8 － － － －

鹿児島県畜産協会 1,609 8,944 135 519 － － － －

鹿児島県生乳検査協会 △ 56 104 25 － － － － －

鹿児島県林業担い手育成基金 △ 9 2,384 2,316 7 － － － －

鹿児島県森林整備公社 2 23 5 490 18,447 － 9,583 9,583

万之瀬川水源基金 0 31 15 8 － － － －
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かごしまみどりの基金 △ 7 472 200 － － － － －

鹿児島県栽培漁業協会 △ 16 1,339 300 37 － － － －

鹿児島県土地開発公社 △ 12 171 50 80 39 3,377 － －

鹿児島県建設技術センター 21 503 3 － － － － －

鹿児島県道路公社 1,208 19,201 6,908 － － 5,023 － －

鹿児島県住宅供給公社 △ 191 △ 1,442 21 － 11,478 － 5,982 2,991

鹿児島県育英財団 2 505 125 33 10,918 － － －

鹿児島県暴力追放運動推進センター 3 645 488 4 － － － －

地方公社・第三セクター等　計 18,261 3,287 43,978 8,400 16,140 12,618

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成19年度

決算　A
平成20年度

決算　B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 8,694 6,150 △ 2,544

減 債 基 金 8,737 13,803 5,066

その他充当可能基金 12,768 8,125 △ 4,643

充当可能基金 計 30,200 28,078 △ 2,122

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成19年度

決算　A
平成20年度

決算　B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成19年度
決算　A

平成20年度
決算　B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 0.71 1.19 0.48 △ 3.75 △ 5.00 － － －

連結実質赤字比率 1.76 2.23 0.47 △ 8.75 △ 25.00 － － －

実 質 公 債 費 比 率 14.7 15.3 0.6 25.0 35.0 － － －

将 来 負 担 比 率 269.6 272.6 3.0 400.0

財 政 力 指 数 0.30831 0.31231 0.004

経 常 収 支 比 率 98.9 97.5 △ 1.4

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成20年度決算における基準である。
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